
 

１．はじめに 

2016 年 12 月 7 日参議院本会議にて成立した官民

データ活用推進基本法は，オープンデータも含めた

官民データ活用施策を，政府だけでなく地方自治体

も実施していくことが規定されている．本法を受け

て，2017 年 5 月 30 日に閣議決定された世界最先端

IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画では，

2020 年度までに地方自治体のオープンデータ取組

率 100%を目標にすることが明記されている(高度情

報通信ネットワーク社会推進戦略本部,2017）．  

しかし，2022 年 1 月 12 日時点の取組率は約 68％

（1,223/1,788 自治体）であり，未だ目標とする 100%

には至っていない(内閣官房 情報通信技術（IT）総

合戦略室,2022)．日本で最初のオープンデータ公開

事例は，福井県鯖江市において市が管理する公園等

のトイレ管理情報に位置座標値を付けて公開したも

のだった．そのため，現在，公開されているオープ

ンデータの内容は，これに準じた行政施設情報に位

置座標を付けたオープンデータ内容に終始している．

この事は日常業務で行政が作成・利用しているデー

タをそのまま公開するのでなく，言わばオープンデ

ータ公開のためのオープンデータを新たに作成する

業務を行政に課する事態を生じさせている (青

木,2013)． 

これに対して，茨城県水戸市は 2015 年 1 月 27 日

より日常の行政実務において作成・利用している詳

細な予算に関する財務データをそのままオープンデ

ータとして公開している，このような open by dafault

のオープンデータ公開事例は未だ少ない．open by 

dafault のオープンデータ公開は，自治体のオープン

データ作成業務を軽減させることができる (青

木,2016)．併せて，日常業務の詳細な内容を示すオ

ープンデータは，行政施策の透明性を高め，市民と

対話を行うための重要なデータとなる．その結果，

オープンデータ活用で行政への市民参加を進めるシ

ビックテック活動を活性化させることができる．ま

た，open by dafault による詳細な行政オープンデータ

公開は，市民によるアカデミック分野でのシチズン

サイエンスの進展にも寄与できる． 

しかし，このような詳細な行政データは，これま

で行政機関に関わる一部の関係者や大学等の研究機

関しか入手困難であり，取り扱うことができなかっ

た．そのため，国はオープンデータ官民ラウンドテ

ーブルを実施している．本取組みはデータ活用を希

望する行政外部関係者と，データを保有する府省庁
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等が直接対話する場である．2018 年 3 月 27 日の第 2

回オープンデータ官民ラウンドテーブルでは，民間

企業から交通事故発生位置情報の公開要望が出され

た(日経 BP，2018) 5)．それに警察庁が応えて，全国

の交通事故の発生箇所や日時等の詳細な行政情報し

かし，(表 1)をオープンデータとして公開する「交通

事故統計情報オープンデータ」が公開されている(警

察庁,2021)．本オープンデータは，2022 年 7 月中旬

現在，2019 年 (平成 31 年/令和元年)の 309,178 件，

2020 年(令和 2 年)の 381,237 件の 2 カ年分の膨大な

データが公開されている． 

本データは，オープンデータであるため，本デー

タを加工した北海道でのオープンデータ再公開や民

間部門での地図化活用例が進められている．北海道

総合政策部次世代社会戦略局 DX 推進課(2021)は，

本オープンデータを加工した「交通事故統計情報の

オープンデータ【北海道分】」を再公開している．そ

の内容は，北海道分の 2019,2020 両年のデータを統

合し，事故発生箇所を示す 60 進法表記の緯度経度を

10 進法にし，コード表から名称，種別を参照し，コ

ードを置き換えて，より利用しやすいようにしたも

のである．また，民間部門でも，本データを活用し

た情報可視化 Web サイトが作成されている．「みえ

ない交差点」は朝日新聞社(2022)が作成・公開して

いる活用事例である．本サイトでは 2019 年，2020

年の約 68 万件の本オープンデータを基に，国土交通

省が 2022 年 3 月に指定した「事故危険箇所」2,748

箇所のデータも活用し，狭い地域に事故が集中して

起きている交差点を抽出している．また，三井住友

海上火災保険株式会社(2022）の「交通事故オープン

データマップ」では，可視化分析プラットフォーム

Tableau 上で交通事故情報を可視化，公開している． 

この交通事故統計情報オープンデータは，行政・

民間部門だけでなく，アカデミック分野でのオープ

ンデータ研究でも大いに活用されることが期待され

る．しかし，本オープンデータを活用した既往研究

は未だ少ない．大西 ・藤生(2021)は，本オープンデ

ータを利用して，石川県内で発生した歩行者事故を

対象とし，歩行者の年齢区分毎に法令違反と人的要

因を分析している．しかし，それ以外の本オープン

データに関する研究は未だない． 

また，本オープンデータ分析は，自らの市区町村

の発生状況や居住地域の交通事故多発地点や発生条

件をオープンデータから読み解くことで，地域の安

全性を高める活動をしたいと考える市民へのシチズ

ンサイエンスの可能性を広げることができる．しか

し，シチズンサイエンスの観点からのアカデミック

分野における研究事例も未だない． 

そこで，本研究ではシチズンサイエンスの視点か

ら，交通事故統計情報オープンデータを分析し，市

区町村別の集計や空間分析により，京都府内を対象

とした交通事故発生状況の集計と分布を検証したい．

以下，2 章では京都府市区町村別の 2020 年度の交通

事故発生件数，1000 人あたり事故件数をグラフで定

量的に明らかにする．そして，1000 人あたり事故件

数と市街地発生割合を地図化することで地域的傾向

を考察する．3 章では京都府内の事故発生地点を地

図化し，その点分布分析から地域的傾向を示す．ま

た，カーネル密度推定分析では，半径 500m 圏内点

分布の空間平滑化によるホットスポットを抽出する．

そして，国道・地方道からの距離と事故発生地点の

空間分析から，主要道路と事故発生地点の関係を考

察する．第 4 章では研究の成果と今後の課題につい

て述べる． 

1 資料区分 21 道路形状 41 車両形状（当事者A）
2 都道府県コード 22 環状交差点の直径 42 車両形状（当事者B）
3 警察署等コード 23 信号機 43 速度規制（指定のみ）（当事者A）
4 本票番号 24 一時停止規制　標識（当事者A） 44 速度規制（指定のみ）（当事者B）
5 事故内容 25 一時停止規制　表示（当事者A） 45 車両の衝突部位（当事者A）
6 死者数 26 一時停止規制　標識（当事者B） 46 車両の衝突部位（当事者B）
7 負傷者数 27 一時停止規制　表示（当事者B） 47 車両の損壊程度（当事者A）
8 路線コード 28 車道幅員 48 車両の損壊程度（当事者B）
9 上下線 29 道路線形 49 エアバッグの装備（当事者A）

10 地点コード 30 衝突地点 50 エアバッグの装備（当事者B）
11 市区町村コード 31 ゾーン規制 51 サイドエアバッグの装備（当事者A）
12 発生日時　　年 32 中央分離帯施設等 52 サイドエアバッグの装備（当事者B）
13 発生日時　　月 33 歩車道区分 53 人身損傷程度（当事者A）
14 発生日時　　日 34 事故類型 54 人身損傷程度（当事者B）
15 発生日時　　時 35 年齢（当事者A） 55 地点　緯度（北緯）
16 発生日時　　分 36 年齢（当事者B） 56 地点　経度（東経）
17 昼夜 37 当事者種別（当事者A） 57 曜日(発生年月日)
18 天候 38 当事者種別（当事者B） 58 祝日(発生年月日)
19 地形 39 用途別（当事者A）
20 路面状態 40 用途別（当事者B）

表 1．交通事故統計情報オープンデータ項目 

 



 

 

2. 京都府内市区町村別集計 

交通事故統計情報オープンデータは，事故発生地

点の緯度・経度，発生日時・天候，乗用車・貨物車・

二輪車等の当事者種別，発生市町村，死亡・負傷等

の事故内容，25～34 歳・35～44 歳等の年齢区分，

前・右・後・左・右前等車両の衝突部位等，詳細な

情報が公開されている(表 1)．本データは，警察庁ウ

ェブサイトのコンテンツ利用規約に基づいて，商用

利用を含めて複製，公衆送信，翻訳・変形等の翻案

等，誰でも自由に利用できる．また，本利用規約は，

政府標準利用規約(第 2.0 版)に準拠しており，クリエ

イティブ・コモンズ・ライセンスの表示 4.0 国際と

互換性があり，CC BY に従うオープンデータとして

利用できる． 

研究対象は，本オープンデータのうち，2020 年(令

和 2 年)の京都府内での事故を抽出した 4,118 件であ

る．2020 年(令和 2 年)の全国の総事故件数は 381,237

件で，都道府県別では最も多い 1 位は茨城県 25,642，

最も少ない 47 位は島根県 737 件，47 都道府県の平

均は 6,577 件，中央値 3,262 件，標準偏差 7,352 件と

なっている．47 都道府県のうち，京都府は 18 位の

4,118 件であり，順位や発生件数から，一般的な日本

の市区町村の事故発生状況を示している．また，本

研究ではシチズンサイエンスの観点から，地図化や

空間分析を行う GIS として，有償 GIS でなく，フリ

ーオープンソースソフトウエアである QGIS version 

3.22.10 を使用した． 

京都府内 4,118件の 36市区町村別の基本統計量は，

平均 114，中央値 76，標準偏差 117 となっている．

京都府内 36 市区町村データの事故発生件数を縦棒

グラフに集計したものが図 1 である．36 市区町村で

最も事故発生件数が多かった 1 位は京都市伏見区

490 件(11.90%)，2 位は京都市右京区 343 件(8.33%)，

3 位は京都市西京区 316 件(7.67%)，4 位は宇治市 279

件(6.78%)，5 位は京都市南区 267 件(6.48%)であった

(図 1)．この上位 5 市区で京都府全体の 41.164%を締

めている．36 市区町村の中で人口が 277,858 人と最

も多い伏見区が事故発生件数も 1 位であり，2 位以

下も概ね人口に比例している．反対に事故発生件数

が低い5市区町村は，32位は宇治田原町6件(0.15%)，

33 位笠置町 4 件(0.10%)，34 位和束町 3 件(0.07%)，

35，36 位は同数で南山城村 1 件(0.02%)，伊根町 1

件(0.02%)である．この下位 5 市区町村は京都府全体

の 0.36%でしかない． 

事故発生件数は人口との関連が推察されるため，

図1の折れ線グラフでは人口1000人あたりの事故発

生件数を示している．2020 年国勢調査の京都府全人

口 2,578,087 人に対して，1000 人あたり事故件数は

京都府全体で 1.60 件である．これを市区町村別に集

計してみると，1 位は久御山町で人口 15,250 に対し

て 1000 人あたり事故件数 8.13 件，2 位は笠置町で人

口 1,144 に対して 3.50 件，3 位は城陽市で人口 74,607

に対して 2.68 件，4 位は京都市南区で人口 101,970

に対して 2.62 件，5 位は京都市東山区で人口 36,602

に対して 2.60 件となっている．1 位久御山町の 8.13

図 1．京都府内市区町村別の事故発生件数と 1000 人あたり件数 
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件が突出して高い．久御山町は，京都府南部に位置

し，東西に京滋バイパス，南北に第二京阪道路の高

速道路が走っており，国道 1 号，24 号，78 号，京都

府道 15 号，81 号など交通の便に優れている．そし

て，町内に久御山工業団地があり，金属加工・プラ

スチック加工，食品製造などの製造業が集積してい

る．このため，交通の結節点であることや製造物の

運輸にかかる多量の交通量が原因であると考えられ

る． 

反対に 1000 人あたり事故件数が低い市区町村は，

32 位は宇治田原町で人口 8,911 に対して 0.67 件，33

位は笠置町で人口 1,144 に対して 3.50 件，34 位は和

束町で人口 3,478 に対して 0.86 件，35 位は伊根町で

人口 1,928 に対して 0.52 件，36 位は南山城村で人口

2,391 に対して 0.42 件となっている． 

この市区町村別の 1000 人あたり事故件数を地図

化したものが図 2 である．突出して件数の高い久御

山町が赤く示されている．いずれも京都府南部の 2

位以下の笠置町 3.50 件，城陽市 2.68 件，京都市南区

2.62 件，京都市東山区 2.60 件は薄い赤色で示されて

いる．逆に京都府北部の与謝野町 0.75 件，京丹後市

0.73 件，伊根町 0.52 件は 1000 人あたり事故件数 1

人を切っているため，白色で表示されている．また，

京都府南部でも，和束町 0.86 件，精華町 0.86 件，

京田辺市 0.83 件，長岡京市 0.73 件，京丹後市 0.73 

件，宇治田原町 0.67 件，南山城村 0.42 件の市区町

図 3．市街地発生割合 図 2．1000 人あたり事故件数 
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図 4．市区町村別の市街地/非市街地発生件数 



 

村が白色で表示されている．京都府北部は過疎化が

進み，交通量自体が少ないことから事故件数が少な

いことが推察される．一方，京都府中部は移動の主

体が車であることから，一定の事故件数がある．一

方，人口 140 万人を擁する京都市や京都府南部は，1

位で突出している久御山町を除き，人口に比較して，

1000 人あたり事故件数が少ないと言える．これは京

阪神中心部へアクセスする人口が多いため，公共交

通機関が発達し，公共交通機関での移動が多いため

であると推察される． 

次にこれらの交通事故発生箇所が市街地で発生し

ている割合を市区町村別に地図化したものが図 3，

グラフ化したものが図 4 である．京都市中京区，京

都市下京区，京都市上京区は区域がすべて市街地と

なっているため，市街地発生割合が 100%である．

市街地での発生割合が高いのは，その他の京都市各

区や長岡京市，大山崎町，宇治市，向日市，舞鶴市

である．これらの市区町村は人口が多く，交通事故

発生件数自体が多い市区町村であり，交通事故発生

場所は主に市街地であることが推察される．反対に

人口が少なく，過疎化が進展している市区町村では

交通量自体が少なく，市街地，非市街地を問わず交

図 5．交通事故発生箇所 図 6．交通事故発生箇所のホットスポット 

図 7．京都府南部の交通事故発生箇所のホットスポット 図 8．京都市内の交通事故発生箇所のホットスポット 



 

通事故発生件数自体が少ない傾向がある． 

 

3. 点分布分析 

次に交通事故発生箇所を点分布分析することで，

京都府内における空間分布を検証したい．最初に発

生箇所の位置情報を GIS で地図上にプロットして，

地図化分析を行った．図 5 では交通事故発生 4,811

箇所を地図上に赤色で表示している．京都府内の交

通事故発生地点の空間分布を概観してみると，主に

人口の集中している京都市とその南部の京阪神ベッ

ドタウンの都市である向日市，長岡京市，宇治市，

城陽市，久御山町に集中している．また，京都府最

南端の木津川市にも集中が見られる．京都府中部で

は，京都市内から京都府北部へ続く国道 9 号線沿い

の亀岡市，京丹波町に事故発生地点の集中がみられ

る．京都府北部では福知山市，舞鶴市の中心部で事

故発生箇所が連なっている． 

但し，地図化分析だけでは，交通事故発生自治体

が集中している地域を，犯罪分析学における多発地

帯を示す「ホットスポット」として地図上で判別す

ることは難しい．そこで，K 関数法による点分布分

析であるカーネル密度推定法による空間平滑化を行

なうことで，交通事故発生自治体のホットスポット

の抽出を行なった．カーネル密度推定法とは，単変

量または多変量確率密度関数を推定する手法の 1 

つであり，観測されたデータを内挿し，平滑化され

た推定値を得ることができる．具体的には，観測点

に対しカーネルと呼ばれる関数を置き，全てのカー

ネル関数の和を地域内における確率密度として定義

することによって点データを平滑化する． 

本研究では，カーネル関数を正規分布関数として，

バンド幅を京都市域で犯罪発生地点の空間クラスタ

ー分析を行った中谷（2006）の例を参考として，500m

バンド幅とした．そして，半径 500m 圏内に含まれ

る交通事故発生自治体の点分布の空間平滑化による

ホットスポット抽出を試みた．京都府内でのホット

スポット状況を示したものが図 6 であり，京都府南

部の交通事故発生箇所のホットスポット状況を示し

たものが図 6 である． 

図 6 の京都府内のホットスポット状況は，図 5 の

事故発生地点が塗りつぶし状態になっている．京都

市，向日市，長岡京市，宇治市，城陽市，久御山町

と国道 9 号線沿いの亀岡市，京都府最南端の木津川

市が青色で塗りつぶされている．そして，京都市中

心部の中京区において，最も集中した赤色のホット

スポットが確認できる． 

交通事故発生箇所のホットスポットを拡大した京

都府南部の京都市と京都府南部を拡大した図 7 から

は，京都市中京区中心部に赤色の最も集中した四条

河原町交差点から三条河原町交差点にかけての河原

町通り南北 800m 沿いにホットスポットが確認でき

る．カーネル密度推定量が最大であったのは，図 8

右上部の赤い円で示されている京都市中京区の

34.074 の四条蛸薬師通交差点周辺であった．また，

その西側の四条西大路交差点から国道 9 号線沿いの

五条葛野大路までの 800m 四方の範囲にカーネル密

度推定量 20～30 のホットスポットが広がっている．

さらに，その西側の国道 9 号千代原口交差点でもカ

ーネル密度推定量 20～30 のホットスポットが広が

っている． 

ホットスポット分析から，国道・地方道付近での

事故発生地点の集積がみられた．そのため，次に国

道・地方道中心線から距離帯別バッファを作成し，

国道・地方道からの距離帯別に事故発生地点を空間

集計した．図 9 は，京都府内の国道・地方道 1000m

距離帯バッファと事故発生地点を地図化したもので

ある．京都市内都市部は塗りつぶされて判読できな

いが，京都府北部から中部にかけての事故発生地点

と国道・地方道との関係がわかる．おおむね国道・

地方道の 1000m 周辺に事故発生地点が存在してい

ることがわかる． 

図 9．国道・地方道 1000m範囲と事故発生地点 

図 10．国道・地方道距離帯別の事故発生件数 
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図 10 は，国道・地方道からの距離帯別に事故発生

地点を空間集計した結果を円グラフで示したもので

ある．国道・地方道上の事故発生である 10m 以内の

事故発生件数は 1103(26.78%)であり，約 25%を占め

ている．50m 以内は 287(6.97%)，100m 以内は

210(5.10%)，250m 以内 609(14.79%)であり，国道・

地方道から 250m 以内が全発生数の約 50%を占めて

いる．また，500m 以内が 754(18.31%)であり，国道・

地方道から 500m 以内が全発生数の約 70%を占めて

いる．これらは国道・地方道へ接続する道路上で発

生していることが推察される．これらは国道・地方

道へ接続する道路上で発生していることが推察され

る．さらに 1000m 以内が 1056(25.64%)であり，全体

の 25%を占めており，国道・地方道から 1000m 以内

が全発生数の約 98%を占めている．これらは国道・

地方道に近接する市街地内道路上での事故発生であ

ると考えられる．反対に国道・地方道から 1000m 以

上は 99(2.40%)であり，主要な国道・地方道から離れ

た事故発生は 2%程度しかなかった． 

 

４．おわりに 
本研究では，シチズンサイエンスの視点から，交

通事故統計情報オープンデータを活用し，京都府を

対象とした市区町村別の事故発生件数の集計や空間

分析により，全国の中で一般的な交通事故発生状況

である京都府の交通事故発生状況の空間分析を行っ

た．その結果は以下のようにまとめることができる． 

(1)京都府内 36 市区町村の中の事故発生件数は，

人口 1 位の京都市伏見区 1 位であり，2 位以下も概

ね人口に比例していた．人口 1000 人あたり事故件数

1 位の久御山町 8.13 件は突出して高かった．久御山

町は，京都府南部の交通の結節点で，製造業集積に

よる運輸にかかる多量の交通量が原因であると考え

られる． 

 (2)市区町村別の市街地発生割合の地図化では，

人口が多い京都市各区や長岡京市，大山崎町，宇治

市，向日市，舞鶴市の市街地発生割合が高かった． 

(3)事故発生地点の地図化では，人口の集中してい

る京都市とその南部の京阪神ベッドタウンの都市で

事故発生が集中していた．また，京都府中部では，

京都市内から京都府北部へ続く国道 9 号線沿いの亀

岡市，京丹波町に事故発生地点の集中がみられた． 

(4)ホットスポット分析では，京都市中京区中心部

にカーネル密度推定量最大34.074の最も集中したホ

ットスポットが四条河原町交差点から三条河原町交

差点にかけての河原町通り南北 800m 沿いに確認で

きた．また，その西側の四条西大路交差点から国道

9 号線沿いの五条葛野大路までの 800m 四方の範囲

にカーネル密度推定量 20～30 のホットスポットが

存在した．さらに，その西側の国道 9 号千代原口交

差点でもカーネル密度推定量 20～30 のホットスポ

ットが広がっていた． 

(5) 国道・地方道からの距離と事故発生地点の空

間分析から，京都府内での事故発生は，国道・地方

道上が約 25%，国道・地方道へ接続する道路上が約

45%，国道・地方道に近接する市街地内道路上が約

25%，国道・地方道から離れた道路上が 2%であった． 

今後の課題としては以下の点があげられる．本研

究は 2020 年の交通事故統計情報オープンデータの

京都府を単位としたマクロレベルの集計，分布分析

である．今後はよりミクロレベルの詳細なデータ析

が期待される．具体的には，交通事故多発地域を絞

った空間分析により，その要因を明らかにして，具

体的な事故防止活動の取組につながることが期待さ

れる．また，今回の分析対象は 2020 年のデータのみ

であるため，2019 年を対象とした分析や 2020 年度

との比較が必要であろう．行政の詳細なオープンデ

ータ公開により、シチズンサイエンスとして市民が

フリーオープンソース GIS を使用して，地域の現状

を明らかにすることができる．このようなシビック

テック活動は行政への市民参加を進めることに寄与

する．その結果，詳細なオープンデータ公開は地域

のために必須のものになっていくであろう． 
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